
  46  

 

２．１．３ 地震履歴情報に基づく南海トラフ巨大地震の発生シナリオ構築  

（1）業務の内容 

(a) 業務題目「地震履歴情報に基づく南海トラフ巨大地震の発生シナリオ構築」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

地質調査総合センター 

地質情報研究部門 

海洋地質研究グループ 

主任研究員 

研究員 

招聘研究員 

 

鈴木 克明 

中西 諒 

池原 研 

 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

活断層・火山研究部門 

総括研究主幹 宍倉 正展 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

活断層・火山研究部門 

海溝型地震履歴研究グループ 

研究グループ長 

上級主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

研究員 

澤井 祐紀 

行谷 佑一 

松本 弾 

谷川 晃一朗 

伊尾木 圭衣 

嶋田 侑眞 

法政大学 文学部 教授 前杢 英明 

国立大学法人東京大学大学院理学系研

究科 

准教授 安藤 亮輔 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

海域地震火山部門 

地震発生帯研究センター 

海底地質・地球物理研究グループ 

上席研究員 

 

 

 

金松 敏也 

 

 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

海域地震火山部門 

地震津波予測研究開発センター 

地震津波モニタリング研究グループ 

GL 代理 今井 健太郎 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

巨大地変災害研究領域 

地震津波発生基礎研究部門 

主任研究員 

主任研究員 

契約研究員 

齊藤 竜彦 

久保田 達矢 

水谷 歩 

 

(c) 業務の目的 

歴史記録、陸上地質記録と海域地質記録を統合利用して、先史時代から繰り返し発生

してきたと考えられる南海トラフ巨大地震の発生履歴を明らかにする｡歴史記録は近世

から７世紀前後まで、陸域の地質記録では近世から数千年前まで、海域の地質記録では

数万年まで地震発生履歴を遡ることができる｡それぞれの分析媒体の特徴を活かし、時

間軸を揃えた統合解析を行うことにより、先史時代から現代まで一気通貫した南海トラ
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フ巨大地震の発生履歴を評価する｡この評価を行うために、歴史記録に基づく分析、陸上

地質記録に基づく分析、海域地質記録に基づく分析を実施する。これらの分析によって

得られる発生履歴情報と近世に発生した宝永地震、安政東海・南海地震と昭和東南海・

南海地震の波源断層モデルを境界条件として、将来起こり得る南海トラフ巨大地震の発

生シナリオの提案を行う。加えて、地質情報などの科学的知見に基づいて、既往最大の

地震規模について検討を進める。さらに、過去の履歴や将来起こりうるシナリオの知見

をサブ 2 の複合災害評価等に取り入れることで、より具体的な対策につなげる。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

1）令和７年度： 

 史料記録に基づく分析では、中世に発生した地震イベント等に関する情報の再収集

と再整理を原史料あるいはそれに近いと推測される史料立ち戻って丹念に行った。そ

の中で、地震像の推定に活用し得る情報の抽出を試みた。陸上地質記録に基づく分析で

は、紀伊半島東部沿岸及び四国沿岸の津波浸水履歴の特徴抽出のための地質調査を実

施した。また津波浸水履歴に関する地質情報の分析を進めるとともに、新たな履歴情報

の収集のため調査地の絞り込みを行った。海域地質記録に基づく分析では、御前崎沖、

室戸〜紀伊半島沖、日向灘周辺海域の既存試料の分析と、御前崎沖の結果の取りまとめ

を行った。近世以降に発生した南海トラフ巨大地震に関する波源断層モデルに関する

結果のとりまとめを行い、過去の履歴を考慮した巨大地震の発生シナリオ評価の基礎

的検討を実施した。 

2）令和８年度： 

 史料記録に基づく分析では、中世史料のうち明応年代や中世と近世の狭間にある慶

長年代に発生したイベントに関する情報の収集と再整理を行う。陸上地質記録に基づ

く分析では、紀伊半島東部沿岸において引き続き津波浸水履歴の特徴抽出のための地

質調査を行う。また四国沿岸で得られた試料の分析と新たな履歴情報の収集のため地

質調査及び津波浸水履歴に関する地質情報の整理を行う。海域地質記録に基づく分析

では、室戸〜紀伊半島沖、日向灘周辺海域の既存試料の分析と、御前崎沖、日向灘の結

果の取りまとめを行う。近世以降に発生した南海トラフ巨大地震に関する波源断層モ

デルに関する結果のとりまとめを引き続き行い、マイルストーンとして当該年度末ま

でに結果をとりまとめる。さらに、過去の履歴を考慮した巨大地震の発生シナリオ評価

の基礎的検討を引き続き実施するとともに、昭和東南海・南海地震のイベントを考慮し

た南海トラフ巨大地震の発生シナリオ評価モデルを検討する｡ 

3）令和９年度： 

 史料記録に基づく分析では、中世年代等に発生したイベントに関する情報の収集と

再整理を引き続き行い、それらの情報に基づいた震度分布や地殻変動についての再評

価を実施する。陸上地質記録に基づく分析では、紀伊半島東部沿岸及び四国沿岸の地質

調査で得られた試料の分析を進め、津波浸水履歴に関する地質情報の整理を行う。また

四国〜九州沿岸において津波浸水履歴の特徴抽出のための地質調査を行う。海域地質

記録に基づく分析では、室戸〜紀伊半島沖、日向灘周辺海域の既存試料の分析と、御前

崎沖、日向灘周辺海域の結果の取りまとめと公表を行う。歴史記録、陸上地質記録と海
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域地質記録に基づく発生履歴統合を行うための基礎的な情報整理を実施する。歴史時

代の南海トラフ巨大地震の発生履歴を議論する上で、明応年代の南海地震の存在有無

を明らかにすることも重要である。そのため、明応年代の南海地震と考えられる史料分

析を進めるとともに、陸上地質記録の再整理を実施する。過去の履歴を考慮した巨大地

震の発生シナリオ評価の基礎的検討を引き続き実施するとともに、マイルストーンと

して当該年度中に、宝永地震、安政東海・南海地震及び昭和東南海・南海地震の 3 イベ

ントの履歴を考慮した南海トラフ巨大地震の発生シナリオ評価モデルを提案する。  

4）令和 10 年度： 

 史料記録に基づく分析では、中世年代及び近世初頭に発生したイベントに関する情

報の収集と再整理やそれらの情報に基づいた津波痕跡高の再評価を実施する。陸上地

質記録に基づく分析では、引き続き紀伊半島東部沿岸及び四国沿岸の地質調査で得ら

れた試料の分析を進め、履歴情報の整理を行う。また四国〜九州沿岸において津波浸水

履歴の特徴抽出のための地質調査を行うとともに、得られた試料の分析を進める。海域

地質記録に基づく分析では御前崎沖、室戸〜紀伊半島沖、日向灘周辺海域の既存試料の

分析結果の取りまとめと公表を行う。中世年代の南海地震と考えられるイベントに対

して、史料分析、陸上地質記録や海域地質記録の統合検討を通じて、地震の存在有無に

ついて検討を行い、中世年代の南海地震と考えられるイベントや波源像がいまだ複数

案ある慶長地震に対して、史料分析、陸上地質記録や海域地質記録の統合検討を通じて、

地震の存在有無や波源像等について検討を行い、状況に応じて波源断層モデル評価を

試みる｡加えて、これまでに得られた知見を踏まえて、歴史記録、陸上地質記録と海域

地質記録に基づく発生履歴統合を試み、先史時代から現代まで一気通貫した南海トラ

フ巨大地震の発生履歴像について検討を行う。中世から近世初頭のイベント履歴を考

慮した南海トラフ巨大地震の発生シナリオ評価モデルを検討する。 

5）令和 11 年度： 

令和 10 年度までに実施した歴史記録に基づく分析、陸上地質記録に基づく分析、海

域地質記録に基づく分析の補間作業と取りまとめを行い、これまでに得られた知見を

踏まえて発生履歴統合を試み、先史時代から現代まで一気通貫した南海トラフ巨大地

震の発生履歴像について検討を行う｡さらに、履歴情報を活用した南海トラフ巨大地震

の発生シナリオ評価モデルをもとに、将来発生し得る巨大地震の発生シナリオを提案

する｡ 

 

(e) 令和７年度業務目的 

史料記録に基づく分析では、中世に発生した地震イベント等に関する情報の再収集と

再整理を原史料あるいはそれに近いと推測される史料に立ち戻って丹念に行う。その中

で、地震像の推定に活用し得る情報の抽出を試みる。陸上地質記録に基づく分析では、

紀伊半島東部沿岸及び四国沿岸の津波浸水履歴の特徴抽出のための地質調査を実施す

る。また津波浸水履歴に関する地質情報の分析を進めるとともに、新たな履歴情報の収

集のため調査地の絞り込みを行う。海域地質記録に基づく分析では、御前崎沖、室戸〜

紀伊半島沖、日向灘周辺海域の既存試料の分析と、御前崎沖の結果の取りまとめを行う。

近世以降に発生した南海トラフ巨大地震に関する波源断層モデルに関する結果のとり
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まとめを行い、過去の履歴を考慮した巨大地震の発生シナリオ評価の基礎的検討を実施

する。 

 

（2）令和７年度の成果 

(a) 業務の要約  

本研究では、海底コアや湖沼・陸域堆積物の分析、歴史資料調査、GNSS 解析を組み合

わせ、過去の地震・津波履歴と将来の巨大地震評価を行った。海底コアでは火山灰層や

古地磁気を用いた年代モデルを構築し、完新世と最終氷期で異なる海洋レザバー補正が

必要であることを明らかにした。これによりタービダイトやイベント層の堆積年代推定

が可能となり、地震発生間隔の解明に向けた基盤が整備された。さらに、湖底や陸域で

もイベント層が確認され、過去の地震との関係解明が期待される。歴史資料調査では

1605 年慶長地震津波の記録整理と新知見の取得を進め、東海地域における寺院のアンケ

ート調査により 17 世紀以前の地震記録の実態も把握した。加えて、GNSS 解析によりプ

レート境界の応力蓄積を評価し、将来の巨大地震の規模や発生様式の定量的評価が可能

となったが、応力解放率の不確実性が今後の課題である。 

 

(b) 業務の成果 

1) 海底堆積物を用いた地震・津波履歴情報の整備 

 

 図２－１－３－１ 「ちきゅう」による御前崎沖掘削コア C9035 Hole B 採取地点。 

 

南海トラフ東部における巨大地震の発生履歴を検討するために、静岡県御前崎沖の

金洲ノ瀬トラフの水深 2414m から「ちきゅう」により採取された掘削コア C9035 Hole 

B（図２－１－３－１）の上部約 42m を用いて解析を行った（図２－１－３－２）。この

コアには多数の砂質堆積物の挟在が確認され、下面が明瞭かつ侵食的で、上方へ細粒化

する構造などから、堆積物重力流の一つである混濁流から形成されたタービダイトと

解釈される。タービダイトの砂質部分の上位にはわずかに上方に細粒化する生物擾乱
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を持たない泥が存在し、タービダイト泥と判断される。この海盆は陸棚域につながる海

底谷を欠き、浅海域での気象学的イベントによるイベント堆積物の供給がないあるい

は少ないと考えられる場である上、海盆の陸側斜面には巨大地震の震源断層として動

きうる活断層とされる東海スラスト 1）が存在し、巨大地震発生時には地形変化や激し

い地震動が期待できる場である。そして、先行プロジェクトによるこれまでの研究結果

から、同じ地点で採取された不擾乱表層堆積物コアの堆積構造及び過剰鉛 210 と放射

性セシウムのプロファイルから、表層堆積物コアには 1944 年昭和東南海地震の記録は

明瞭な砂層として残されていないことが明らかにされており、このことから、この地点

のタービダイトが示す地震は、御前崎沖より東方の東海セグメントまで破壊が及んだ

地震と考えられている。 
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 図２－１－３－２ 御前崎沖掘削コア C9035 Hole B の柱状図と浮遊性有孔虫によ

る年代測定結果、同定された火山灰の挟在層準と対比、水月湖コアで報告された暦年代

値（柱状図のピンクの層準と赤字）。 

 

浮遊性有孔虫の遺骸を用いた放射性炭素年代測定は、地震履歴研究に限らず、多くの

海底堆積物を用いた研究に年代軸を与えるものとして重要である。海洋試料の放射性

炭素年代測定においては、海洋生物が取り込む炭素は水中の炭素であり、同じ時期の大

気と海洋表層水の放射性炭素濃度は異なることから、その暦年への較正においてこの
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濃度差に応じた補正が必要となる 2）。この補正値（海洋レザバー値）は時空間的に変化

する可能性があり、堆積年代の決定においては考慮せねばならない問題として認識さ

れているが、特に長期間にわたる海洋レザバー値の詳細はほとんど明らかにされてい

ない。今回、C9035 Hole B コアの深度－年代モデルの構築のため、コア中の通常時の

堆積物である半遠洋性泥 82 層準に含まれる浮遊性有孔虫の放射性炭素年代測定を行っ

た。コアから分取した堆積物試料を 63μm の篩上で水洗し、残渣試料中から浮遊性有孔

虫を拾い出し、年代測定を実施した（図２－１－３－２の三角で示された層準）。C9035 

Hole B コアには、福井県水月湖の年縞堆積物中の植物片を用いた多数の放射性炭素年

代からその噴出年代が精度良く決められている火山灰 3、4)である鬼界－アカホヤ火山

灰（K-Ah；約 7230 年前）、鬱陵－隠岐火山灰（U-Oki；約 10200 年前）、姶良丹沢火山灰

（AT；約 30000 年前）と三瓶池田軽石（SI；約 46000 年前）が挟在しており、それぞれ

の火山灰の上下から浮遊性有孔虫の放射性炭素年代が得られている（図２－１－３－

２）。このため、C9035 Hole B コアに挟在するそれぞれの火山灰層の堆積年代を浮遊性

有孔虫の年代から決定し、それらと水月湖での火山灰層の年代 3、4)を比較することで、

過去４万年間以上にわたる東海沖での海洋レザバーの時間変化の解明を試みた。暦年

較正プログラム Oxcal ver.4.45）を使い、地域海洋レザバー値を０とした K-Ah と U-Oki

の層準での浮遊性有孔虫の年代と水月湖での火山灰層の年代 3、4)を比較すると、その年

代差は数百年程度（K-Ah 層準の例を図２－１－３－３に示す）であり、関東の沿岸域

で求められている海洋レザバー値 6）に類似する。したがって、この二つの火山灰層の

層準までは現在報告されている海洋レザバー値を使った年代較正で大きな問題はない

と言える。一方、AT の層準では、浮遊性有孔虫の年代から計算される AT の堆積年代と

水月湖での火山灰の年代との差は 1000 年弱となり、現在環境からの報告値よりも明ら

かに大きい。さらに、SI の層準では浮遊性有孔虫が示す年代のばらつきが大きいので、

正確には計算できないが 1000 年から数千年の差があると見積もられる。これらの結果

は、氷期の東海沖の表層水が現在よりも大きなレザバー値を持っていたことを示唆す

る。Ikehara et al.（2011）7）は東海沖の最終氷期最盛期末〜融氷期において現在より

も大きな海洋レザバー値を持つ表層水の存在を示したが、今回の結果はこれがより以

前にも遡って適用されることを示している。この結果は、C9035B Hole B コアを用いた

長期的なタービダイトの堆積間隔、ひいては巨大地震の発生間隔の解析において重要

な情報をもたらすと考えられる。  
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 図２－１－３－３ K-Ah 火山灰について、水月湖での火山灰の年代（赤四角）と御前

崎沖での浮遊性有孔虫年代から見積もられる火山灰の年代（K-Ah 火山灰層層準の青色で得

された部分の年代範囲）の差を求めた例。縦軸はコア深度からタービダイトと火山灰の厚

さを除去した深度。 

 

室戸沖南海トラフにおける巨大地震の発生履歴を検討するため、KY13-07航海により

土佐碆舟状海盆から採取されたコアおよび、KR21-20航海により南海トラフ陸側斜面の

斜面海盆から採取されたコアについて（図２－１－３－４a）、古地磁気永年変化を利用

した年代決定が可能か検討した。古地磁気永年変化による年代決定の適応は、例えば日

本海溝の地震履歴研究がある 8）。岩井ほか（2004）9）により、土佐碆舟状海盆の堆積層

には過去の南海地震の発生が細粒タービダイトとして記録されており、細粒タービダ

イトの堆積間隔は平均で215±21 年で、南海地震の発生間隔にほぼ一致する事が報告

されている。 
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図２－１－３－４ a)室戸沖のコアの採取地点。b)KY13-017PC02、 KY13-017PC08 および

KR21-207PC03 の柱状図と帯磁率変化。 

  

今回検討した土佐碆舟状海盆から採取したKY13-07PC02とKY13-07PC06コアにも、同

様に細粒タービダイトが挟在しており過去の南海地震を記録していると考えられるの

で、古地磁気永年変化により細粒タービダイトの年代を精査することで、地震履歴情報

を充実できると考えられる。またKR21-12PC03コアの採取位置は海溝に近く、深度が大

きな斜面海盆から採取されている。前プロジェクトではこのコアの上部に1471年に噴

出した桜島文明火山灰の挟在が確認されており、この火山灰の周辺のイベント堆積物

は歴史地震に対応する可能性がある事が報告されていた。このコアには浮遊性有孔虫

遺骸が含まれないためバルク有機物を用いた放射性炭素年代が検討されたが想定より

も古く、堆積年代の推定に使用するのは困難と考えられた。そこで古地磁気永年変化に

よって年代づけが可能か検討した。 

古地磁気永年変化による年代推定は、Kanamatsu et al.（2017）10）の方法に従った。

すなわちコアから 2.2cm 幅の試料を連続的に採取し、各試料の段階消磁した磁化デー

タを主成分解析し磁化方位を抽出し、その後大きく逸脱する磁化方位データや最大角

度偏差が大きなデータ（>10°）は除外し、さらにコアリング時の回転の影響と考えら

れる線形トレンドを除いた。古地磁気水平成分の偏角と、垂直成分の伏角の深度変動を

リファレンスと対比し、年代を推定した。 

多くのサンプルの最大角度偏差は5°以下と小さく、安定した磁化である。求めた磁

化方位の変化を、水平成分である偏角と、垂直成分である伏角に分けてAli et al.（1999）

11）の標準曲線 BIWA SV3と対比した（図２－１－３－５）。 

標準曲線とKY13-07PC02とKY13-07PC06の対比は、岩井ほか（2004)9）で検討されたコ

アの堆積速度と同程度と想定して行った。コア全体で偏角の変動は比較的大きく対比

は明瞭であり、伏角についても同様に極大、極小のピークを対比できる。しかし伏角の

角度は全体的に浅い値を示し、下部に行くほど浅い値を示す。この理由については明ら

かでないが、岩井ほか（2004）9）によると、土佐碆舟状海盆中央には南落ちの正断層が

発達しており、北側の地層はサブボトムプロファイラーによる音響反射面が南側に傾

斜し、深度が深くなるにつれ傾斜が大きくなる事が報告されている。北向き下方の伏角
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もつ地層が南に傾くと、水平面に対する伏角は浅くなるそのため観測される伏角の浅

化はこのような構造運動の影響による可能性がある。 

標準曲線との対比から得られた年代と深度（図２－１－３－６）から平均堆積速度

を計算し、コアの最深部の年代を計算すると、それぞれKY13-07PC02が深度579cmで6,432

年前、KY13-07PC08が558cmで6,388年前となり、タービダイトの平均頻度はそれぞれ206

年、221年となる。これは岩井ほか（2004）9）の215±21年と整合的である。各タービダ

イトの正確な年代は砂層の除去などさらに詳細な処理をしてから求める予定であるが

対比点の年代は変わらないので平均頻度は大きく変化しないと考えられる。 

 

 

図２－１－３－５ 赤丸：土佐碆舟状海盆におけるピストンコアの古地磁気永年変化の

偏角（上段）と伏角の深度プロファイル（下段）、青丸：琵琶湖堆積物の古地磁気永年変化

の偏角（上段）と伏角（下段）の年代プロファイル。黒波線：変曲点のタイポイント。 
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図２－１－３－６ 青丸：古地磁気永年変化の偏角と伏角変動から求めた各コアの深度

と年代。 

 

KR21-02PC03コアの解析においては、前プロジェクトで報告されている桜島文明火山

灰の年代（1471年）と、バルク有機物の放射性炭素年代を参照した。バルク有機物の放

射性炭素年代は古い方にオフセットしている事を考慮して、そのトレンドを参照して

標準曲線 BIWA SV3と対比を行った。コア上部の偏角の極大、極小のピーク対比は明瞭

である。また伏角の深度200cm付近の浅いピークも明瞭で対比可能である（図２－１－

３－５)。一方、このコアの深度100〜320cmの区間では、コアの肉眼観察からはタービ

ダイト層は認められない。これは、この海盆ではタービダイトの堆積自体が起こらなか

った事も考えられるが、タービダイト層の堆積が生じたものの、層厚が薄く生物擾乱な

どによって散布されてしまった可能性も考えられる。土佐碆舟状海盆では、帯磁率ピー

クがタービダイト層の粗粒層に対応しており、KR21-02PC03コアでも大きくないが深度

100〜320cmに帯磁率のピークが認められ（図２－１－３－４b）、後者の可能性も考えら

れる。 

今後は、これらの対比によって得られた年代について、他の利用可能な年代測定手法

を用いて精度を向上させられるか検討する。一般に、磁化の獲得は堆積直後ではなく、

海底下で生じると考えられている。そのため、より正確な堆積物の年代決定に向けて、

1471年の桜島文明火山灰を用いて磁化獲得の遅延深度を推定するとともに、他の年代

指標も参照し、年代精度の向上を図る予定である。また、KR21-02PC03コアの深度100〜

320cmに見られる帯磁率のピークについては、もともとタービダイトに対応していた可

能性も含めて検討する。これらのデータを基に、今後は室戸岬沖における地震発生間隔

の解析を行う予定である。 
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図２－１－３－７ 「かいれい」KR18-12C 航海における日向灘海域での採泥点。 

 

 

 図２－１－３－８ 日向灘から「かいれい」KR18-12C 航海で採取されたコアの柱状図

と火山灰分析及び年代測定結果。Sz-3：桜島文明火山灰、K-Ah：鬼界－アカホヤ火山灰。 

 

日向灘は南海トラフの西端に位置し、南海地震より小さい日向灘地震が発生する海

域であるが、歴史記録以前の日向灘地震の発生間隔に関しては資料が少ない。海洋研究

開発機構の「かいれい」による KR18-12C 航海で日向灘から採取されたコア（図２－１

－３－７）のうち、日向灘の陸側からの斜面基部の平坦面上から採取された北から PC08、

PC09、PC07 の３本のコアの基底には、K-Ah 火山灰とその再堆積層が認められている。

そして、その上位に４〜10 枚程度の薄いイベント堆積物が挟在している（図２－１－

３－８）。得られている浮遊性有孔虫の放射性炭素年代の数は必ずしも十分とは言えな

いが、3 本のコアに共通して 6200 年前の層準よりの下位と 3300 年前の層準の上位にイ

ベント層が確認できる。もっともイベント層の挟在頻度の大きい PC07 のイベント層直

下の年代値は 3390 年前、4770 年前、5260 年前、6060 年前、6160 年前であり、その間

隔は 100〜1400 年弱と一定の間隔を示さない。一方、次に挟在頻度の大きい PC08 では
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イベント層直上の年代値で 2120 年前、2370 年前、3220 年前で、その間隔は 250〜850

年となり、PC07 よりもばらつきは小さい。このような間隔のばらつきが大きいことが

日向灘地震の特徴かもしれないが、検討対象とできるコアの数が少ないこと、堆積速度

からみて PC07 や PC09 ではコア最上部が欠如している可能性があることなどから、さ

らにコアを追加した検討が今後なされるべきである。また、PC08 には 1471 年の桜島文

明火山灰の挟在が認められ、その上下での浮遊性有孔虫の放射性炭素年代が得られた

（図２－１－３－８）。得られた年代は火山灰の上位の年代（890 年前）の方が下位の

年代（940 年前）よりも新しい。この２つの年代を暦年較正プログラム Calib 8.212）と

関東の沿岸域で求められている海洋レザバー値６）を使って暦年較正を行うと、暦年較

正年代の中央値として西暦 1584 年と 1543 年が得られる。この年代値は、桜島文明噴火

の年代よりも 113 年と 72 年若く、差が大きい。一方で、海洋レザバー値として奄美大

島〜沖縄で報告されている数値 13、14）を使用すると、西暦 1388 年と 1352 年となり、今

度は 83 年と 119 年古くなる。このことは、100 年から数百年の間隔でイベント堆積物

を形成するような地震が発生する場においては海洋レザバー値の取り方によって解釈

が変わる可能性を示唆し、注意が必要である。なお、今回の結果からすると、日向灘周

辺においては、奄美大島〜沖縄周辺と関東沿岸の海洋レザバー値の中間の数値を使う

のが適当と判断されるが、具体的な数値については測定数が少ないので、今後の検討が

必須である。 

 

 

図２－１－３－９ 喜界島周辺の海底地形と採泥点。 

 

南西諸島の喜界島周辺では 1911 年に M8.0 の地震が発生したほか、喜界島では過去

8000 年間に地震性隆起により少なくとも４面の海成段丘が形成されており 15）、地殻変
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動の大きい場と考えられるが、海底堆積物からの地震履歴の検討は必ずしも十分でな

い。そこで、東京大学大気海洋研究所の共同利用の枠組みで行われた海洋研究開発機構

の東北海洋生態系調査研究船新青丸の KS-25-2 次航海により採取されたコアを用いて

この海域の地震履歴の検討を行った。これまで、喜界島から離れた地点において採泥が

行われているが（図２－１－３－９：AF1 及び AF4）、K-Ah より上位の層準にイベント

層は確認されていない 16)。このため、海底堆積物コアは喜界島東方沖の島側にある水

深 1200-2500m の小海盆から４本採取された（図２－１－３－９）。イベント層の下位層

準から浮遊性有孔虫を拾い出し、10 点の放射性炭素年代測定を実施した。年代測定は

東京大学大気海洋研究所のシングルステージ加速器が用いられた。暦年較正は

OxCal4.4５）を用いて Marine20 モデルから喜界島で得られているレザバー効果 14）を考

慮して行った。比較のため喜界島において報告されている地震性隆起の年代値 15）は本

研究と同時の手法で暦年較正を施した。７枚の火山灰は火山ガラスの化学組成分析か

ら広域火山灰と対比を行い、年代制約に用いた。 

 

 

 図２－１－３－10 喜界島周辺海域におけるピストンコアの柱状図と火山灰及び年

代測定結果。 
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小海盆が連なった海底地形を示す喜界島北東沖では 2 地点でコアが得られており

（KE1 及び KE3）、両地点で半遠洋性泥層中に複数の砂層と再堆積した K-Ah 火山灰を確

認した（図２－１－３－10）。この再堆積層はコア基底部に厚く確認され、年代測定結

果とも矛盾しないことから、正確に噴火年代を示すわけではないが堆積後間もない層

準であると考えられる。砂層はラミナ構造や正級化構造を伴うものが多く、無構造な泥

層に覆われる。隣り合う下位の海盆に位置する KE1 地点では砂層が１ｍ程度の厚い無

構造の泥層に覆われる。このようなタービダイトに類似した構造を示した砂層につい

て、砂層の直下で年代測定試料を採取した。KE3 の最上位砂層については下位の年代と

逆転した年代を示したが、下位のイベント層に近いサンプルであることから、再堆積し

た有孔虫を含んでいた可能性が高い。KE1 においても K-Ah より古い年代が得られてお

り、これも下位のイベント層の影響を受けた測定結果であると考えられる。KE4 と KE5

は喜界島近傍の東方沖に位置しており、シルト質もしくは砂質な堆積物からなる。KE1

や KE3 コアと同様に正級化構造やラミナ構造を示す砂層と K-Ah の再堆積層が確認され

た。KE4 は先行研究 16)で報告された採泥地点の西側（島側）に位置しており、9000 年

前以前に複数の砂層が分布した共通した層序を示す。KE4 では K-Ah 上位に１層のイベ

ント層が確認された。最も喜界島近傍で採取された KE5 では K-Ah の上位で４層のイベ

ント層が確認された。 

喜界島では過去 8000 年という短時間に少なくとも４面の海成段丘が形成されている

ことから、これが地震性隆起を伴ったものであると考えられている 15）。この隆起が大

規模な地震によるものであった場合、広い範囲でタービダイト層が形成されていたと

予想される。各段丘面の離水したサンゴ礁の最若年代を再較正した隆起年代はそれぞ

れ約 6000、 3830、 2880、 1190 年前である。今回得られたコアで確認されたイベント

層は段丘形成年代と対比可能なものを含んでおり強振動を伴う地震であったことを裏

付けている（図２－１－３－７）。また、有史以降の観測地震については現在検討中で

あるが、1911 年喜界島地震（M8.0）と最も若い海成段丘面（1190 年前）の間には明瞭

なイベント層が確認されなかった。一方で、タービダイト層の形成年代は既知の隆起年

代に該当しないものも確認された。これは地震性以外の成因のタービダイト層を含ん

でいる可能性や喜界島の隆起運動を伴わない地震の痕跡を記録している可能性がある。

コア試料について、イベント層の詳細な比較や年代測定データが不足していることか

ら今後さらなる検討が必要である。 

 

2) 地質記録に基づく地震履歴評価 

a) 三重県紀北町「鏡池」 

三重県紀北町鏡池内の２地点では、フローター上からロシアンサンプラーを用いて

柱状堆積物試料を採取した（図２－１－３－11）。採取時は、コアの継ぎ目の欠損を防

ぐために、10cm 重複させて掘り進めた。採取した地点の標高、また周囲の地形の変化

を計測するため、ネットワーク型 RTK-GNSS 測位方式で測量を行った。採取した試料は

研究室に持ち帰り、肉眼で層相変化を観察するとともに、産業技術総合研究所所有の

X 線 CT 撮影装置（Supria Grande（日立製作所））を用いて非破壊での画像観察を行っ

た。試料の一部は、高知大学海洋コア国際研究所の蛍光 X 線分析装置（XRF コアスキ
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ャナーITRAX（COX Analytical Systems））を用い、柱状試料の元素濃度変化を連続的

に計測した。肉眼での層相観察の結果、長さ 490cm のコアは、全体的に茶～茶褐色の

有機質泥から構成されることがわかった。深さ約 20cm の層準には貝殻片、深さ 114cm

の層準にはヒシ（Trapa）の果実が肉眼で認められた。また、深さ 120cm～220cm は葉

理が発達し、深さ 240cm～300cm の層準では所々に薄い灰色の泥層が確認された（図

２）。CT 画像を確認したところ、有機質泥の中にイベント層（高密度層）あるいはイ

ベント層の可能性がある層（やや高密度と見られる層）が、それぞれ 15 層と３層認め

られた（図２－１－３－12）。CT 画像でイベント層が顕著に見られた層準に対し、XRF

コアスキャナーで元素濃度度変化を見たところ、イベント層④の層準で、Si、S、Br、

Sr の値が上下の地層と比較して上昇していることが明らかになった（図２－１－３－

13）。これに対し、イベント層③の層準では、Si と S の上昇が見られたが、Br と Sr の

上昇は確認できなかった。Br については、イベント層③の下位で顕著な変化が見られ

た。 

 

 

図２－１－３－11 三重県紀北町の調査地。基図は地理院地図（Web）を使用。 
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図２－１－３－12 鏡池で採取された試料の地質柱状図と CT 画像。 
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図２－１－３－13 深さ 80cm～130cm のコアに対して行った蛍光 X 線分析の結果。 

 

b) 高知県須崎市浦ノ内地区 

高知県須崎市浦ノ内地区の５地点では、機械式ボーリング掘削を行った（図２－１

－３－14）。採取した地点の標高、また周囲の地形の変化を計測するため、ネットワー

ク型 RTK-GNSS 測位方式で測量を行った。採取した試料は、まず始めに、高知大学海洋

コア国際研究所の X 線 CT 撮影装置（Aquilion PRIME Focus Edition（キヤノンメデ

ィカルシステムズ））を用いて非破壊での画像観察を行った。CT 画像を撮影した後、

コアを半割して肉眼で堆積物の層相変化を確認した。試料は、全体を通して角礫を多

く含む礫質砂層あるいは礫質シルト層から構成されていたが（図２－１－３－15、図

２－１－３－16、図２－１－３－17）、最も深くまで掘削した URU2025-4 ではコア試料

の下位では二枚貝の貝殻片が多く認められた（図２－１－３－17）。また、URU2025-4

および URU2025-5 の上位において有機質泥層に変化する層準も見られた（図２－１－

３－16、図２－１－３－17）。 

 

 

図２－１－３－14 高知県須崎市浦ノ内地区の調査地。基図は地理院地図（Web）を使

用。 
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図２－１－３－15 コア試料（URU2025-1～3）の写真。 
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図２－１－３－16 コア試料（URU2025-4、5）の写真。 
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図２－１－３－17 コア試料（URU2025-4、5）の X 線 CT 撮影画像。 

 

3) 歴史記録に基づく地震履歴評価 

a) 1605 年慶長地震津波の既刊資料整理 

機器観測が存在しない時代である 1605 年慶長地震津波の状況は、歴史資料の記述

から知ることが基本となる。地震および津波の歴史資料の多くは、『増訂 大日本地震

史料』や『新収日本地震史料』といった既刊資料に掲載されている。そこで本研究で

はまずこれらの既刊資料（例えば、文部省震災豫防評議會（1941）17); 東京大学地震

研究所（198218)、 198919)、 199320)）; 宇佐美（199821)、 200222)、 200523)、 200824)）; 

都司（197925)、 1981a26)、 1981b27)）に掲載された 1605 年地震津波の記事について、

史料名や記述が示している場所、および津波の状況などを抽出した（史料情報）。必要

に応じて、「［古代・中世］地震・噴火史料データベース（β 版）」（石橋、2009）28)も

参照した。 

また、津波の高さを推定した先行研究（例えば、羽鳥（1975）29); 村上・他（1996）

30)；都司・他（2019）31)）を基にどこでどのようなデータがすでに取得されているか

把握した（高さ情報）。必要に応じて東北大学が運営する津波痕跡データベース（岩渕・
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他、2012）32)も参照した。 

さらに、これらの「史料情報」と「高さ情報」とを場所の観点から整理し直し、要す

るにどこでどのような津波記録が残され、それに対してすでに津波の高さが推定され

ているか、あるいは再調査の必要性がないかなどについて判断を行った。これらの情

報を基に、津波の高さや浸水範囲といったデータを新規に取得できそうな地点を抽出

し調査計画を立てている。この現地調査の必要性についての判断は現在も継続中であ

り来年度も引き続き実施予定である。 

 一方で、新規の「史料情報」を入手することも積極的に実施した。ただし、1605 年

の地震記事はそもそもその量が少なく、そのほとんどが既刊資料に掲載されているた

め、新たな史料の発掘は難しい。そこで、間接的な情報とはなるが、例えば市町村誌

に掲載された寺社などの項目を参照し、沿岸部の寺社などのうち 1605 年当時にも存

在したものがないか、という観点でも調査を行った。もし 1605 年当時でも存在が確認

され、かつ特段の被害や移動の記録がないのであれば、その寺社の位置での津波の規

模は小さいあるいは到達しなかったと判断できる可能性があるからである。新規の津

波記事の発掘に加え、この目的で関連する県の県立図書館等にて調査を実施しており、

来年度も引き続き継続する。 

 

b) 1605 年慶長地震津波に関する現地調査 

i) 千葉県鴨川市沿岸 

千葉県鴨川市天面（図２－１－３－18）に位置する西徳寺（図２－１－３－19）に

は、享保十五年（1730）に書写されたとされる『御縁起』が残されている（伊藤・他、

2005）33)。それによれば、1605 年津波によって本尊などが流され行方不明になった。

現在の西徳寺は標高 13m を超す（地理院地図による）高台に立地しており、もし 1605

年当時もこの位置に西徳寺が存在した場合には、それよりも高い津波が襲った可能

性がある。しかしながら、下記に示すように西徳寺の当時の位置は検討の余地がある。 

伊藤・他（2005）33)によれば、同論文執筆当時の住職の話として 1605 年津波当時は

段丘の下の海岸付近にあったという言い伝えが存在するとのことである。また、千葉

県教育委員会と鴨川市教育委員会が西徳寺参道の入り口に建てた説明板によれば、

『この三尊像は、ここから東北１キロメートルの所にあった明幢院という寺に安置

されていたが、慶長の津波によりその寺が流失したため、当所に移されたと伝えられ

ている」（昭和五十年十二月十日）』とのことである。 

一方、『太海のあゆみ』（鴨川市史編さん委員会、 2006）34)には西徳寺の項に「三尊

像はもと波太の宝幢院に安置されていたが、慶長年間（一五九六－一六一四）に西徳

寺へ移されたと伝えられる」とある。「明幢院」と「宝幢院」との関係は不明だが、

いずれも現在、鴨川市太海に位置する宝幢院（図２－１－３－20）を指すのかもしれ

ない。あるいは、地元の方の話によれば、西徳寺はもともと西院の河原（図２－１－

３－21）の位置にあったのではないか、という情報もある。すなわち、本尊が流失し

た位置は現在の西徳寺の位置ではない可能性がある。 

現状では、当時の西徳寺の位置については特定に至れなかった。また、1605 年津波

時の宝幢院が現在の位置と変わっていないのかについても確認できなかった。これ
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らの件は今後も引き続き調査を行う予定である。なお、参考までに現在の宝幢院と西

院の河原の前の地盤面を測量すると、それぞれ 8.6 m および 9.1 m であった。 

 

 

図２－１－３－18 千葉県鴨川市での 1605 年津波に関連する場所。基図は地理院地図を

使用。 

 

 

図２－１－３－19 西徳寺（千葉県鴨川市天面）の写真。一部加工。 
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図２－１－３－20 宝幢院（千葉県鴨川市太海）の写真。 

 

 

図２－１－３－21 西院の河原（千葉県鴨川市天面）の写真。 

 

ii) 徳島県海部郡牟岐町沿岸 

 1927 年に発行された『海部郡誌』に、牟岐町に存在した本福寺（図２－１－３－

22）について、「大字川長村字山戸、關よりやや下、牟岐川東岸の山麓にあった。現

今石垣石段其儘に残り、寺地は畑及び孟宗籔となつてゐる。（中略）慶長九年十二月

の震汐に流失して再建ならず（後略）」と記されている。この記事は既刊資料 17)～27)

には掲載されていない。このためか、この記述を根拠とした津波の高さや浸水範囲の

推定が既往研究ではなされていない。 

 今回、現地を訪ねると、本福寺があったとされる場所において記述の通り石垣のよ

うなものを見つけることができた。しかし、石段の存在は確認ができなかった。この

記述からは、少なくともこの位置（図２－１－３－22）まで津波が浸水したことが言

えるであろう。この位置は現在の海岸線から約 1.5km 内陸である。 
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図２－１－３－22 本福寺跡（徳島県海部郡牟岐町）の位置。基図は地理院地図を使用。 

 

iii) 徳島県海部郡海陽町 

 徳島県海部郡海陽町浅川周辺における 1605 年津波について、村上・他（1988）35)

は幕末の徳島藩の学者である野口年長による『海部郡取調廻在録』の記述を紹介して

いる。これには浅川における 1605 年津波の記事が記され、浅川に存在した天神社の

棟札（1995 年の時点で存在が未確認、山本（1995）36)）の写しの裏書きとして、「伊

勢田井ノ谷まて入也」という記述を紹介している。伊勢田というのは浅川港に流れ込

む伊勢田川を指すと考えられ、村上・他（1988）は「井ノ谷」を伊勢田川の上流約３

km の「船が谷」という集落であると推定した（図２－１－３－23）。今回、この集落

に近い船ヶ谷橋（図２－１－３－24）を訪ね、その橋面ならびに下の川面の標高を測

ると、それぞれ 26.0m および 20.9m であった。この値が津波の高さを意味するのであ

れば非常に規模が大きかった可能性がある。 

ところが、『海部郡取調廻在録』については例えば山本（1995）36)も同史料を紹介

しているものの、該当部分において「伊勢田井ノ谷まて入也」の記述が抜けている。

この記述は非常に大規模な津波浸水の根拠となる記述なので、可能な限り原典に近

い史料を調べるべきであると考えた。そこで、徳島県立文書館にて調査を実施したと

ころ、岩村家文書の『阿波海部郡取調録』（中表紙には『海部郡取調廻在録』と記さ

れている）にこの記述が記載されていた（図２－１－３－25 の赤矢印部分）。この史

料が原典なのかはまだ判明しておらず、しかも原典であったとしても元々天神社の

棟札の写しの裏書きであるという二次的な記録であるために扱いは依然として慎重

になるべきである。しかも村上・他（1988）35)が推定した「井ノ谷」が「船が谷」で

ある根拠は判然としないので、今後も引き続き調査を継続予定である。 

このほか、徳島県海部郡海陽町宍喰浦（図２－１－３－26）においては、『慶長の大

津波ｰ阿波、宍喰の古文書』（猪井、1976）37)に掲載された『慶長九年十二月十六日大

変年代書記』に同地域内の詳細な津波の状況が記されている。このうち、宍喰八幡神
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社（図２－１－３－27）と宍喰祇園神社（図２－１－３－28）について「当所之両者

八幡祇園拝殿迄ハ、皆々流失シ」という記述が存在する。今回、これらの拝殿の標高

を測定するとそれぞれ 4.1m と 4.4m であったことから、1605 年津波のこの位置での

高さはこれ以上であったと考えられる。 

 

 
図２－１－３－23 船ヶ谷橋（徳島県海陽町）の位置。基図は地理院地図を使用。 

 

 
図２－１－３－24 船ヶ谷橋および伊勢田川の川面の写真。 
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図２－１－３－25 「海部郡取調廻在録」の浅川村の項。徳島県立文書館所蔵。赤矢印は

報告者加筆。 

 

 

図２－１－３－26 宍喰八幡神社および宍喰八坂神社（徳島県海部郡海陽町）の位置。基

図は地理院地図を使用。 
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図２－１－３－27 宍喰八幡神社の写真。 

 

 
図２－１－３－28 宍喰八坂神社の写真。 

 

c) 寺社を対象とした過去の地震津波に関する記録・伝承についてのアンケート調査 

 近世以前の地震津波に関連する資料について、戦乱の影響や識字率普及の問題で、

今後新たな史料としての発見は難航することがこれまでの史料学の進展から推測され

る。そのため、あらゆる手段を講じ、地震津波に関する間接的情報も丹念に拾いあげ

て行く必要がある。その中で、日本各地に点在する寺社には、建立年代から過去の記

録を残し受け継がれていることが多いため、地震津波の記録を見いだせる可能性があ

る。以上の背景を鑑み、本業務では、南海トラフ地震の影響地域における寺院を対象

として地震津波に関するアンケート調査を実施した。 
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i) アンケート調査の内容 

アンケート調査の内容については、被験者の負担を考え設問は７題とし、そのうち

５題は選択式とした。実際に配布したアンケート票を図２－１－３－29 に示す。以

下に設問内容について示す。 

 

問1 寺院の所在（記述式） 

問2 創建日（記述式） 

問3 創建日の根拠（選択式） 

問4 寺院での出来事について（選択式） 

問5 近世以前における史料記録の有無（選択式） 

問6 近世以前における口承記録の有無（選択式・記述式併用） 

問7 ヒヤリングの可否（選択式） 

 

 

図２－１－３－29 アンケート調査票。 

 

ii) 調査対象地域と期間 

 調査対象地域は、静岡県、愛知県および三重県内の海岸線から３km 圏内にある寺

社を対象として実施した。2,139 の寺社を対象として調査を実施し、その期間は、2025

年 11 月 28 日から 2026 年２月２日までとした。調査結果としては、有効回収数 374

点（回収率 17.5%）となった。 
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iii) 調査結果 

以下に調査結果についての簡易的な統計量を示す。 

 本調査による有効回答率は静岡県が 38.2％、愛知県 33.7%、三重県 28.1%となった。

静岡県に若干高い有効回答率となった。17 世紀以前に創建された寺社が大部分を占

めていることがわかった（図２－１－３－30）。14 世紀以前で 74 寺院、15 世紀で 50

寺院、16 世紀で 91 寺院、17 世紀で 67 寺院となった。この創建時期の根拠としては、

374 件中 312 件が史料として残されている縁起書由来であることがわかった。 

 寺院の移転や併合（図２－１－３－31）については、半数以下とそれほど顕著では

ないが、その時期に一定の傾向は見られない。 

 被験寺院が所有する資料（図２－１－３－32）について、17 世紀以前の日記・過

去帳・石碑などの記録資料の保有率は 24.3％、その中で地震や津波に関する記録が

ある寺院は 12.1％（11 件）であった。また、被験寺社の周辺地域に地震や津波につ

いて口承として有効回答数（374 件）のうち 10.7％（40 件）が残されていた。 

 今回のアンケート調査の中で実際にヒヤリングにご協力頂ける寺院は全体の

40.6％であるため、無理のない範囲内で実地ヒヤリングを実施し、より具体的に史料

記録の拡充に務めたい。さらに，当該調査を紀伊半島や四国沿岸部に展開して、さら

なる基礎情報収集を行う予定である。 

 

 
図２－１－３－30 本調査の有効回答における静岡県、愛知県と三重県における(a)寺院

創建年代と(b)創建時期の根拠。  
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図２－１－３－31 本調査の有効回答における静岡県、愛知県と三重県における、(a)寺院

移転の有無（上図）とその時期（下図）と(b) 寺院併合の有無（上図）とその時期（下図）。 

 

 

図２－１－３－32 所有する資料について、(a)17 世紀以前の日記・過去帳・石碑などの

記録資料の有無、(b)資料の中に地震や津波の被害に関する記録の有無。 

 

4) 地震シナリオ構築 

プレート境界で発生する巨大地震は、地震間において上盤プレートと沈み込むプレ

ートとの固着域周辺に応力が徐々に蓄積し、地震発生時にその蓄積応力が急激に解放

される現象として理解される。この枠組みに基づき、南海トラフおよび相模トラフにお

いて将来発生しうる巨大地震のすべり分布やマグニチュードの評価を行った。基本的

な手順は、地殻変動データ解析によるプレート間固着域の検出、応力蓄積量の評価、応

力蓄積分布に基づく巨大地震の破壊シナリオ（すべり分布）の構築である。その具体的

手法と解析上の要点を概説し、最後に今後の課題を述べる。 

 

a) 陸・海の GNSS データ解析による固着域の検出 

南海トラフでは、フィリピン海プレートがアムールプレートの下へ約６cm/year の
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速度で沈み込んでいる。両プレート間の固着により、地震間においてプレート境界に

応力が蓄積される。上盤側に設置された陸上の GEONET および海底 GNSS-A 観測データ

を用いて地表のひずみ速度場を推定し、その逆解析によりプレート境界上のせん断応

力蓄積速度分布を導出した（図２－１－３－33）。推定された固着域は、過去の南海ト

ラフ巨大地震の破壊セグメント構造と整合的であり、東から、遠州灘、熊野灘、紀伊

半島沖、室戸沖、豊後水道の５領域に区分される。前 4 者は歴史地震の破壊セグメン

トに対応し（例 石橋・佐竹 199838); 瀬野 2012）39)、豊後水道は長期的スロースリッ

プ活動域(例 Obara and Kato 201640); Ozawa et al. 20244))と対応する。 

従来は、すべり欠損速度分布を逆解析で推定し、そこから応力変化を計算していた

（Noda et al., 2018）41)。しかし、すべりから応力への変換過程で誤差が増幅される

問題があった。Saito & Noda (2022)42)は、この問題を回避するため、応力蓄積速度を

直接推定する逆解析手法を開発した。 

 

 

図２－１－３－33 南海トラフのプレート境界におけるせん断応力の増加速度分布。遠州

灘、熊野灘、紀伊半島沖、室戸沖、豊後水道の５つの力学的固着箇所を確認できる（Saito 

& Noda 2022)42)。 

 

b) 応力蓄積速度から応力蓄積量の評価 

巨大地震の規模を評価するためには、地震時に解放される応力に対応する応力蓄積

量の推定が必要である。しかし、応力蓄積速度から蓄積量を求めるには時間積分が必

要であり、その評価には仮定が不可欠である。Noda et al. (2021)43) では、応力蓄積

速度が時間的に一定であると仮定し、南海トラフ巨大地震の代表的再来間隔として約

150 年を採用することで応力蓄積量を評価した。その結果、最大 Mw8.6 に相当する断

層破壊に対応する応力が蓄積していることを示した。 

Saito & Noda (2023)44) は相模トラフにおいて、応力蓄積速度一定の仮定のもと、
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1703 年元禄関東地震（M8.1～8.5）、1923 年大正関東地震（M8.0）、および房総スロー

スリップの活動履歴を組み込んで、2024 年時点の応力蓄積量を評価した。その結果、

大正関東地震で破壊しなかった房総沖領域において、元禄地震以降応力が継続的に蓄

積しており、Mw8 級の地震に相当する応力蓄積量に達していることが示された。この

ように地震活動履歴を考慮することで、「破壊の残り（われのこり）」が将来の破壊規

模・発生位置に与える応力蓄積量を定量的に評価できる。 

 

c) 応力の解放による大地震の発生 

Noda et al.,(2021)43) は、南海トラフにおいて、遠州灘・熊野灘・紀伊半島沖・室

戸沖の 4 つの主要固着域の組み合わせにより、単独破壊から連動破壊まで 10 通りの

応力降下の様式を想定した。応力降下分布からすべり分布を計算することで、モーメ

ントマグニチュードを評価できる。ただし、すべり方向はプレート沈み込み方向と一

致すると仮定する。加え、地震間に蓄積した応力が地震時に全て解放される、および、

すべり領域を事前に設定するという仮定が必要である。すべり領域設定にあたっては、

すべりが海溝に到達する場合／しない場合の双方を検討する（Noda et al.,2021）43) 、

余効すべり発生深度には地震時すべりは及ばないとする（Saito & Noda, 2022)42) な

ど、既往研究に基づく合理的制約条件を課す。この手順により、応力蓄積量分布から

将来起こりうる多様な破壊シナリオを構築できる。南海トラフでは Mw8.6 を含む 20 種

類の破壊シナリオ（Noda et al., 2021)43) 、相模トラフでは Mw7.9 を含む 6 種類の

シナリオ（Saito & Noda, 2023)44) を提案した。 

 

d) 1707 年宝永地震における応力解放量の予備解析 

GNSS 解析により得られた固着域を単純化し、南海トラフにおける力学的固着モデル

を試作した。試作力学的固着モデルを使って 1707 年宝永地震における応力解放量を

考える。ここでは、Furumura et al.(2011)45) で使用されている宝永地震の沿岸津波

波高分布データを再現するよう力学的固着モデルのパッチにおける応力解放量を吟味

した。豊後水道におけるパッチは非地震性すべりによって応力が解消されると仮定し、

東海・遠州灘・熊野灘・紀伊半島沖・室戸沖の５つのパッチにおける応力解消量を考

える。津波波高データのフィッティングを調整することで、各パッチにおける応力解

放量を 10MPa (東海)、11MPa(遠州灘)、9MPa (熊野灘)、8MPa(紀伊半島沖)、7MPa(室

戸沖)と推定した（図２－１－３－34a）。この応力解放量によって沿岸津波波高分布の

特徴をおおよそ説明することができる。この応力解消分布に対応する地震時すべり分

布を図２－１－３－34b に示す。地震の規模は Mw8.82 となる。 
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図２－１－３－34 1707 年宝永地震の予備的解析結果．(a)南海トラフプレート境界にお

ける応力解放量の分布。５つのパッチそれぞれの応力解放量は、10MPa (東海)、11MPa(遠

州灘)、9MPa (熊野灘)、8MPa(紀伊半島沖)、7MPa(室戸沖)とした。(b) 求めた応力解放分

布に対応する地震時のすべり分布。モーメントマグニチュードは Mw8.82 となる。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

御前崎沖の「ちきゅう」による掘削コアでは、改定された深度－年代モデルに基づい

て挟在する４枚の火山灰層の年代が求められ、これと水月湖でのこれらの火山灰層の

年代との比較から、完新世では現在報告されている海洋レザバー値を用いることで較

正が可能であるが、最終氷期においてはより大きなレザバー値を用いる必要があるこ

とが明らかとなった。今後、これらのレザバー値を用いた深度－年代モデルからタービ

ダイトの堆積年代を決定し、地震発生間隔の解析を行う予定である。室戸岬沖のコアに

ついては古地磁気永年変化の記録は比較的明瞭でタービダイトの堆積年代の推定に有

用である事が明らかになった。今後は、火山灰の年代等、他の年代を参照し精度を高く

できるか検討する予定である。またコア中に見られる帯磁率のピークが、もともとター

ビダイトに対応していた可能性についても検討する。日向灘沖では、まだ十分な数の年

代値が得られていないコアもあるが、広域に対比可能と思われる２枚のイベント層の

存在が明らかとなった。一方で、多数のイベント層を挟在するコアでのイベント層の堆

積間隔はばらつく傾向が確認できた。より多数のコアで確認が必要である。また、挟在

する火山灰層の年代と放射性炭素年代との比較からこの海域における完新世の海洋レ

ザバー値を求められる可能性を示したが、具体的な数値に関してはより多数のコアで

の確認が必要である。喜界島沖では、複数のコアに年代値を入れ、年代の枠組みを決め

ることができた。これをもとに、コア間のイベント層の対比や陸上の段丘隆起イベント

との対比を今後進めていく予定である。 

三重県紀北町の鏡池において、ロシアンサンプラーを用いた湖底堆積物の採取を行

った。採取した試料を肉眼および医療用 X 線 CT で観察したところ、有機質泥の中にイ

ベント層（高密度層）あるいはイベント層の可能性がある層（やや高密度と見られる層）

が、それぞれ 15 層と３層認められた。これらの層は、過去に発生した海水侵入イベン

トによって形成された可能性がある。今後は、採取したコア試料の観察と蛍光 X 線分析
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結果を統合し、イベント層の識別、その起源、堆積年代の推定を行い、過去に発生した

地震イベントとの関係を議論する必要がある。高知県須崎市浦ノ内地区の５地点にお

いて、機械式ボーリング調査を行った。得られた試料について肉眼および X 線 CT 画像

解析による観察を行った結果、角礫を多く含む礫質砂層あるいは礫質シルト層が継続

的に堆積していたことが明らかになった。一方で、URU2025-4 および URU2025-5 の上位

においては、有機質泥層が堆積するような層準も見られた。今後は、有機質泥層を中心

に分析を行い、堆積当時の環境変化や堆積年代の推定を行い、過去に発生した地震イベ

ントとの関係を議論する必要がある。 

既刊史料および既往研究の整理により 1605 年慶長地震津波に関する「史料情報」と

「高さ情報」を収集し、これらを場所ごとに対応づけて整理することで、各地点におい

てどのような津波記録が残され、どのような高さ推定がなされているかを明らかにす

るとともに、県立図書館等での調査により新たな史料情報の収集を行った。また、千葉

県および徳島県において現地調査を実施し、既往研究では十分に検討されていなかっ

た地点における津波到達範囲や高さに関する新たな知見を得た。これらの作業は全体

に必要な作業の一部であり、引き続き次年度も実施していく必要がある。近世以前の地

震・津波に関する新史料の発見は困難と考えられるため、寺社に残る記録や間接的情報

の収集が重要である。本研究では、南海トラフ地震の影響地域（静岡・愛知・三重の沿

岸３km 圏内）の寺社 2,139 件を対象にアンケート調査を実施し、374 件（回収率 17.5%）

の有効回答を得た。多くの寺社は 17 世紀以前に創建され、創建年代は主に縁起書に基

づくものであった。資料保有状況として、17 世紀以前の記録を持つ寺院は 24.3%、その

うち地震・津波の記録を有する寺院は 12.1%にとどまった。また、周辺地域に口承が残

るケースも 10.7%確認された。今後は協力可能な寺院に対して実地ヒアリングを進める

とともに、調査範囲を紀伊半島や四国沿岸へ拡大し、さらなる基礎情報の収集を目指す。 

 GNSS データ解析に基づきプレート境界上の固着域とせん断応力蓄積速度分布を推定

し、これをもとに応力蓄積量を評価した。さらに、過去の地震活動履歴やスロースリッ

プの影響を考慮することで、破壊の残りを含めた現実的な応力状態を再現することも

可能である。これらの結果に基づき、応力解放としての地震発生を仮定して多様な破壊

シナリオを構築し、南海トラフおよび相模トラフにおける将来の巨大地震の規模や発

生様式を定量的に評価できることを示した。将来発生しうる巨大地震をより高い信頼

度で評価するためには、力学的固着域の検出に加え、過去の大地震でどの程度応力が解

放されたのかを明らかにし、応力蓄積・解放の履歴を再構築することが重要である。現

在は、固着域が破壊されると蓄積応力が 100％解放されると仮定している。この仮定の

妥当性、すなわち応力解放率を定量的に評価することが今後の課題である。2024 年日

向灘地震(Mw 7.1)の場合のように、現代の津波観測・地殻変動観測記録が利用できる場

合、応力解放量を高い信頼度で推定することができる 46)。加え、過去の発生した大地

震の破壊領域や応力解放量の推定技術の高度化が重要となる。 
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